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11 基金へ継続加入するリスクに基金へ継続加入するリスクに
気づいてほしい気づいてほしい

　皆さんは，2013年３月13日の日経新聞朝
刊のトップに掲載された「年金の消失AIJ
事件の教訓」をお読みになったでしょう
か？　本稿は，この記事に登場する株式会
社メトロール松橋卓司社長が，厚生年金基
金（以下，「基金」という）に関する構造
的リスクに気づき，「たった１人」で果敢
に解散運動を展開しはじめ，最終的には約
90％の解散決議を得るに至るまでの行程を
描いた「基金解散実録」です。複雑な専門
用語は極力排し，基金に関心のない方でも，
厚生年金基金がいかに「時代の遺物である
か」「基金運営の現場で情報の操作・隠ぺ
いが行われているか」を実感していただけ
るよう，また，基金に加入し続けることの
リスクを中小企業経営者，企業担当者およ
び社労士が認識し，１日でも早く１社でも
多く解散に向けての一歩を踏み出されるこ
とを願って，お伝えします。

22 すべてはAIJ事件からはじまったすべてはAIJ事件からはじまった
～AIJ事件は氷山の一角～～AIJ事件は氷山の一角～

　AIJ事件発生後の2012年３月，全国光学
工業厚生年金基金（以下，「光学基金」と
いう）から届いた「AIJ投資顧問にかかる
年金資産の投資について」という素っ気な
い一通の文書から，この基金に加入する中

小企業経営者の「孤独な闘い」が，始まり
ました。
　その文書には，「平成22年度末時価で28
億円をAIJに委託している」という内容と
ともに「お詫び」が書かれていましたが，
巨大な損失額を出したにもかかわらずあっ
さりした内容の通知文書でした。この通知
を受け取った松橋社長は，この通知に「違
和感」を感じ，調査に乗り出すことにしま
した。しかし，情報源と言えば，年に２回
基金より送付されてくる「基金だより」の
み。また，そこに記載されている数値は企
業会計とは異なる，特殊でわかりづらい「年
金会計」が用いられており，光学基金の財
務実態を把握することができなかったので
す。

33 代議員会への傍聴初参加から「解散運代議員会への傍聴初参加から「解散運
動」を決意～「会社を守る会」の発足～動」を決意～「会社を守る会」の発足～

　「このままでは埒があかない！」と，松
橋社長は光学基金事務局と連絡を取り，
2012年４月17日に開催される代議員会への
参加をすぐに決行しました。しかし，想像
以上に代議員会の内容は絶望的なものでし
た。当然，運用執行理事である常務理事（旧
社保庁からの再就職者）が今回のAIJ事件
によって，理事・代議員から糾弾を受けて
いるだろうという筆者たちの予測に反し，
まるで他人事のような代議員会が繰り広げ

きっかけはたった１人の社長が起こした反乱だった！

～93％の加入企業が解散に踏み切れたのは，基金の財務内容が「情報公開」されたから～

社会保険労務士　養父 真介
開開」さ」さ」さ」さ」さ」さ」さ」されたれたれたれたれたれたれたれれ からからからからからからららら～～～～～～

迫真のル
ポ！

迫真のル
ポ！



2013.5　 45

厚
年
基
金
解
散

られていたのです。
　何よりも驚いたのが，運用失敗の責任を
追及されるべき常務理事が主導権を握って
司会を務め，運営受託金融機関である三菱
UFJ信託銀行（以下，「信託銀行」という）
の年金数理人が延々と「非現実的な運用利
回り（4.2％，5.2％）を前提とした財政再
建計画」について１時間にわたって説明し，
代議員会は終わってしまったのです。そし
て，代議員以外の加入事業所には発言権が
一切与えられず，代議員会を遠巻きに眺め
るのみでした。
　この事態を重くみた松橋社長は，「解散
運動」を起こすことをその場で決意。「全
国光学工業厚生年金基金の巨額簿外債務か
ら，会社を守る会（ブログURL：http://
kogaku-nenkin.blogspot.jp/）」（以下，「守
る会」という）を結成し，翌日には加入企
業約130社の代表者に対して，債務超過（代
行割れ）状態にある光学基金の財務分析報
告会を実施するという「檄文」を一斉に送
付しました。この檄文の内容は，以下の通
りです。

① 　AIJ事件の損失は氷山の一角であり，
光学基金はすでに138.9億円の「債務超
過」に陥っていること。

② 　その巨額債務が加入企業の簿外債務と
なっており，「連帯保証責任」を負って
いること。

③ 　光学基金の金庫が空になった時点で初
めて，国から倒産に追い込まれるほどの
巨額な負債請求が来ること。

　この文章を見た加入企業の経営者が「嫌
悪感を抱くかもしれない」という懸念を抱
きつつ，理事・代議員として代議員会に出
席していた管理部門の役員や課長がまった
く「事の重大さ」に気づいていない様子を
目の当たりにしたため，「本当の経営危機」
に対して経営者に目を覚ましてもらうため

には，それぐらいの強いインパクトが必要
と判断し，直接センセーショナルな文章を
送付しました。

44 ２度に及んだ「守る会」の報告会と事務局への情報開示要２度に及んだ「守る会」の報告会と事務局への情報開示要
求～社員に対する思いを踏みにじられた経営者の怒り～求～社員に対する思いを踏みにじられた経営者の怒り～

　２度に及んだ報告会には，30社超の加入
企業の他に各種報道機関が参集し，ものも
のしい雰囲気の中，松橋社長の報告に固唾
を飲んで聞き入りました。この報告会で松
橋社長は，次のような事実を，基金の仕組
み等を理解していない参加者にもわかるよ
うに説明しました。

○ 当基金は140億円もの巨額簿外債務を
抱えている
○ 毎年７億円の赤字を垂れ流し続けており
負債が膨れ上がっている
○ 情報操作・隠ぺいが行われ，正しい情報
も公開されず，ガバナンスが機能してい
ない
○ 現在の負債を解消するには，20年償却
で特別掛金を「３倍」にしなければなら
ない。
○ 運営受託金融機関である信託銀行が，過
去10年間マイナス運用しかできていな
いにもかかわらず，非現実的な高利回り
で財政再建計画を立て，加入企業に目く
らましをしている
○ そもそも信託銀行自体が，基金継続のリ
スクをとうの昔に理解しており，すでに
代行返上している

　松橋社長は父の跡を継いだ２代目社長で
すが，その先代社長が「社員に少しでも手
厚い福利厚生を」と思い23年間２代にわた
って支払ってきた掛金を失ったばかりか，
現役社員の老後の生活資金である公的年金
にも被害が及んでいたのです（次ページ図
表１参照）。その父親の社員に対する思い
を踏みにじられた悔しさを吐露した言葉
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は，参加者の胸に強く，そして，熱く響き
ました。
　その後，約30社の加入企業に「守る会」
の一員になっていただき，基金の財務内容
と個別加入企業の連帯債務金額を明らかに
するように「情報公開」を求め，理事長や
常務理事，そして，信託銀行に直接質問が
できるように「公開質問会の開催」を要求
したのです。

55 公開質問会の開催と財政運営委員会の新設公開質問会の開催と財政運営委員会の新設
要求～常務理事・信託銀行との直接対決～要求～常務理事・信託銀行との直接対決～

　公開質問会では，常務理事が代議員会と
同様，質問状に対する回答として，AIJ投
資顧問の状況などを延々と話し続けようと
しました。しかし，すぐさま松橋社長が主
導権を奪い矢継ぎ早に質問を繰り出しまし
た。その結果，常務理事と信託銀行の「無
責任さ」が露呈し，参加者は常務理事と信
託銀行による情報操作・隠ぺいが行われ，
自分達がいかに「食い物」にされてきたか
を目の当たりにすることになりました。こ
の報告会の参加者の悲痛な声をいくつかご
紹介したいと思います。

○ 基金事務局側に連絡すると暗に「報告会
に出るな」と言われたが，出てしまいま
した。我々は利益を出して社員に給料を
払い，国税に40％取られて頑張ってい
るのに，大切な積立金を信託銀行にマイ
ナス運用されるというのは有り得ない！

○ とにかく方向性を打ち出してほしい。そ
うでなければ社員を思って拠出している
掛金を毎月ドブに捨てているようなもの
だ。
○ どうして役所みたいに，隠そうとするの
か？　基金の継続がダメだったら「ダメ」
って，はっきり言ったらいいじゃないか。
全員を集めて現状を説明し，今後の方向
性を皆に問うのは当たり前でしょう？
○ 信託銀行はもっとまともな計算をしなさ
いよ。高利回りに設定した数値も「常務
理事から指示をされたから設定した」っ
て，ガキの使いじゃないんだ。「現実的
な利回りはこう，この利回りはできない」
というのが役割でしょう？　我々は命掛
けで仕事をして掛金を支払っている。そ
の大事な掛金に対して無責任な仕事をし
て，うやむやにしようなんて許せない。
○ 正直言って自分自身の反省もある。この
問題で，松橋社長からお手紙をいただく
まで基金に預けっぱなしにして，大切な
お金にもかかわらずこのような実態にな
っているということを知らなかった。と
にかく危機感を持ててよかった。

　そして，基金の財務実態を正確に知り，
いかに再建すべきかを判断するための「財
政再建委員会（仮称）」の新設を，理事長
に申し入れました。また，この財政再建委
員会に第三者的なアドバイザーである年金
コンサルタントをメンバーに加えることを
求め，利害関係者である常務理事と信託銀
行はメンバーから外し，一般加入事業所も
自由に傍聴ができるように求めました。
　その結果，2012年７月18日の代議員会で，
「基金のあり方についてより深く真剣に検
討し，解散をタブー視することなく方向性
を見極めること」を目的とした「財政運営
委員会」（以下，「運営委員会」という）が
設置されたのです。

■図表１

積立不足

【私的年金】
プラスアルファ年金

のための
必要積立額

【代行割れ】
【公的年金】
代行年金のための
必要積立額年金資産

この代行
割れもし
ている年
金資産か
ら，プラス
アルファ
年金が支
払われて
いる。
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66 待望の財政運営委員会発足！～次々待望の財政運営委員会発足！～次々
と明るみに出る基金の財務実態～と明るみに出る基金の財務実態～

　この運営委員会では，利害関係者ではな
い中立的な立場である「年金数理人」が，
理事長の紹介で登用されました。そして，
この年金数理人が基金に関する正しい知識
と加入事業所が連帯保証している個別の負
債情報（49ページ図表４）を提供した結果，
加入事業所がそれぞれの意思で「解散」へ
と舵を切っていったのです。それでは，ど
のような点が「解散」につながったのか，
主なポイントは次の３つです。

① 　長期的に厚生年金保険本体の資産運用
利回りに勝てるのか？

② 　基金の積立不足金額および代行割れ金額
③ 　加入事業所別の簿外債務把握，解散負
担金額

　まず，１点目として，基金は厚生年金保
険の給付の一部を代行支給するとともに，
基金独自のプラスアルファ年金を支給して
います（図表２参照）。
　また，基金はこの代行年金の給付を行う
ことを条件として，厚生年金保険に拠出す
る掛金の一部を借入れし（免除され）てい
ます。そして，この借入れ金を運用して「借
入れ金利（※）を上回る運用収益」を得る
ことができれば，この運用収益をプラスア
ルファ年金の増額などに充てることができ
ます。基金に加入する最大の理由は，この
借入れ金利を上回る運用収益を得るためと

言っても過言ではありません。
　（※ ）1999年９月30日までは，年5.5％の固定金

利。1999年10月１日以降は，「厚生年金本体
の運用利回り」が借入れ金利。

　では，光学基金自体の運用利回りはどう
だったのでしょうか？　厚生年金保険本体
の運用利回りとの勝負となった1999年10月
から2011年度末までを単純平均で比較する
と，1.75％のマイナスでした。しかし，た
ったの「1.75％のマイナス」とは言え，実
際の年金資産に当てはめて計算すると，「約
94億円もの運用損失」を計上しているので
す。要するに，1999年10月から借入れ金を
運用してきたけれども，借入れ金の元利合
計269億円のうち，94億円を「運用で損失
した」ということです。
　また，前述の借入れ金利を上回る運用収
益を達成できた基金は存在したのでしょう
か？　厚生労働省「第６回厚生年金基金制
度に関する専門委員会」（以下，「専門委員
会」という）の参考資料に，基金と厚生年
金本体との利回りの差が集計されていま
す。その結果を見ると，1999年10月から
2011年３月までの期間において，厚生年金
本体の運用利回りを上回った基金はたった
の「１基金」だったのです（次ページ図表
３参照）。
　すべての基金・信託銀行・生保・投資顧
問・運用コンサルタントが「厚生年金保険
本体の利回りに長期的に勝ち続けること」
を目標に取り組んできた成果が，この惨憺
たる結果なのです。サブプライムローンや
リーマンショックは言い訳にはなりませ
ん。厚生年金保険本体の運用も，同様の状
況にあったからです。要は，それだけ厚生
年金本体にはスケール・メリットがあり，
基金運用関係者の能力にも「差」があるの
です。

■図表２

私的
年金 ３階
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プラスアルファ年金

公的
年金

２階
代行年金

厚生年金

１階 国民年金
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　２点目として，光学基金の財務状態を分
析した結果は，140億円もの積立不足が発
生しており，35億円の代行割れでした。企
業に例えるなら，「35億円の債務超過に陥
り，破綻状態にある」と言えます。各加入
企業が，代行年金を上回るプラスアルファ
年金を受けることを目的に，数十年間支払
ってきた掛金が，運用で失敗しすべてなく
なっているのです。また，プラスアルファ
年金を支給する年金資産が枯渇しているに
もかかわらず，厚生年金本体からの借入れ
金を取り崩して支給を行っているのです。
　３点目として，加入事業所別の痛み（債
務）の把握です。誰しも「痛み」を感じる
ことができれば，その原因を取り除こうと
病院に行くなり行動を起こします。しかし，
複数の企業が集団で設立する総合型の基金
（以下，「総合基金」という）が，時代から

取り残されてしまった原因の１つに「退職
給付会計基準の適用除外」が挙げられます。
単独型や連合型の大企業（信託銀行など）
は，過去に基金の債務がバランスシートに
反映されることを強制されたため，痛み（債
務）の大きさを認識することができ，厚生
年金本体の利回りに勝ち続けることがいか
に現実離れしているかを認識していたた
め，解散，代行返上，給付減額などの必要
な行動を起こすことができました。一方で，
総合基金は，「加入している企業ごとの年
金資産が区別できない」という理由から，
各企業のバランスシートへの計上を免れた
ため，痛み（債務）の大きさを認識するこ
とができず，現在に至っているのです。次
ページに，松橋社長の許可を得て，メトロ
ールの負担額一覧表を掲載します（図表
４）。

■図表３
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○　平成11年10月～平成24年３月までの期間について，時間加重収益率（簡便法）により基金別の運
用利回りの平均（年平均）を求め，同期間の厚生年金本体の運用利回り（1.84％（年平均））との差をみ
たもの。

※１　厚労省調べ
※２　平成11年10月～平成24年３月の562基金の時間収益率（簡便法）による運用利回りの単純平均は

△0.58％（／年）であり，これから同期間の厚生年金本体の時間収益率（簡便法）による平均利回り
（1.84％／年）を引くと，厚年基金と厚生年金本体との利回りの差の平均は△2.43％ということになる。
なお，利回りはいずれも運用報酬控除後である。
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　このような「基金継続の場合の負担額（メ
トロールの場合，図表４の①約１億3,000
万円）」「基金解散時の場合の負担額（メト
ロールの場合，図表４の②約1,000万円）」
が明確に毎年提示されていたのであれば，
誰であれ基金継続に対する危機意識を持
ち，痛み（債務）を認識するため，ここま
で問題が深刻化することはなかったでしょ
う。

77 集団催眠からの目覚め～正しい情報が集団催眠からの目覚め～正しい情報が
開示されれば，きちんと判断できる～開示されれば，きちんと判断できる～

　第三者の年金数理人から適切な情報が流
され，正しい知識を得た運営委員会では，
活発な議論が交わされるようになり，最終
的には出席委員全員一致で「解散せざるを

得ない」という結論に達しました。この結
論は各委員の「事業の継続」「社員の雇用
を守る」「最も負担の少ない方法」という
判断軸から選択された結論です。
　運営委員会は，議論の結果を「財政運営
委員会・中間報告書」にまとめ，事業主説
明会を全国４カ所で行い，加入事業所の意
向確認のためにアンケートを実施したとこ
ろ，全加入事業所の84.3％の事業所から「解
散」に対する同意が得られました。

88 情報開示で90％に及ぶ解散決議情報開示で90％に及ぶ解散決議
～解散認可までの道のりは遠い～～解散認可までの道のりは遠い～

　2013年２月14日。第105回代議員会が執
り行われ，アンケートの結果を踏まえて，
最終的には約90％の出席理事・代議員が「解

■図表４

① ②
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散やむなし」という決断を下すことになり
ました。思い返せば，2012年２月24日の
AIJ事件発覚からほぼ１年。紆余曲折を経
た基金は，中小企業経営者それぞれの意思
で「解散への道」を判断するに至ったので
す。ただ，これでまだ終わりではありませ
ん。解散が厚生局に認可されるまでは年金
記録の突合など１年から２年を要する膨大
な事務作業が発生し，解散の要件を満たす
ためには，加入事業所にも掛金率引上げな
どという相応の負担が求められるからで
す。しかし，120事業所の意見を集約し，
解散を決議するまでに至る壁を乗り越えて
きた理事長・運営委員長や委員がいる限り，
今後も解散に向けての道筋を一歩一歩着実
に歩むことは間違いありません。

99 まとめまとめ
～基金はバブルの頃までの幻想～～基金はバブルの頃までの幻想～

　社員の幸せを願って設立された基金も，
「超高齢化と超低金利時代の到来」ととも
に制度そのものが成立しなくなりました。
要は，「高い利回りで，大事な社員に少し
でも手厚く退職金が支給できる」という謳
い文句で始まった制度が，「設立当初の趣
旨がまったく達成されなくなり，現役社員
の公的年金を先食いし，強いては，厚生年
金本体にまで被害を及ぼしかねない制度」
へと変化してしまったのです。また，常務
理事や信託銀行の年金数理人などの利害関
係者から，「当面の年金の支払いは問題な
い」という言葉を聞いたなら，まずは疑っ
たほうがよいでしょう。プラスアルファ年
金分の積立金がなくなり，代行給付する公
的年金部分も先食いされてはいますが，ま
だその公的年金部分の年金資産が残ってい
る（46ページ図表１参照）ため「当面の支
払いには問題はない」と言っているに過ぎ
ないからです。
　この債務超過（代行割れ）は，「国から

借りているお金が多額であるため，そのお
金（借入れ金）がまだ金庫の中にある」と
いう状態を指すのであり，個人に例えるな
ら，「家計は大赤字でも借金をして両親に
は仕送りをし，その仕送りのために利害関
係者（基金では常務理事や信託銀行など）
に多額の手数料を支払っている」のです。
確かに，両親に仕送りをしている（基金で
は受給者にプラスアルファ年金を支給して
いる）ということは美しく映ります。しか
し，果たしてこのような生活が現実的なの
でしょうか？　破綻することは目に見えて
います。
　また，一部の基金の常務理事や信託協会
などは，受給権や財産権を盾に基金制度の
継続を訴えています。確かに，受給権や財
産権はあるでしょう。しかし，それは，加
入企業の積立金という原資があってこそ実
現されるものであって，公的年金を食い潰
してまでも私的（企業）年金であるプラス
アルファ年金を支払うことは，制度の趣旨
からも外れるでしょう。ですから，「制度
がすでに破綻している」のです。少なくと
も，基金が継続することによって所得や退
職金を得る常務理事や毎月多額の手数料を
得る信託銀行などの利害関係者が受給権や
財産権を語る資格などはありません。正常
な判断軸から物を申していないのは，誰の
目から見ても明らかです。

1010 今こそ，中小企業経営者・企業担当者・今こそ，中小企業経営者・企業担当者・
社労士は基金解散に向けて行動を！社労士は基金解散に向けて行動を！

　最早，厚生年金基金問題はタブーではあ
りません。これだけ大きな社会問題（AIJ
事件や兵庫県乗用自動車厚生年金基金の解
散に伴う倒産等）に発展しているのです。
この基金問題を放置すれば，数年後に大切
な顧問先である多くの中小企業が年金倒産
するということも現実化します。社会保険
労務士等の経営者のサポート役の使命は，
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中小企業経営者やそこに勤める社員を守る
ことです。また，厚生労働省も，解散に向
けての舵を切っています。黒字の基金（あ
くまでもプラスアルファ年金部分が残って
おり，解散時に追加拠出が不要であるだけ）
までも，「解散させる」という方向性を打
ち出しています。それは，基金が本体の年
金にまで穴を開けかねない事態へと深刻化
していること，②基金運営の現場でのガバ
ナンスが機能していないことを認識してい
るからです。

　人は未来への希望で生きます。現役社員
の所得は増えず，受給者のための負担が増
えるばかりでは，世代間格差がすでに存在
する現役社員に希望など生まれるわけがあ
りません。神風が吹いている今こそ（光学
基金もこの株高で約40％もの負債を減らし
ている），次世代に「希望のバトン」を渡
すための一歩を踏み出す必要があるので
す。今，痛み（債務）を伴うとしても，自
分たちが未来のための礎にならなければな
らないのです。多額の痛みを伴ったAIJ事

件も，決して無駄にしてはいけません。今
回，本稿の内容について実名・実録による
執筆としたことについても，松橋社長とも
よく話し合い，「リアリティを持って伝え
ることで，１人でも多くの人に基金の巨額
の簿外債務に気づいてもらい，年金による
倒産を回避してほしい」と願うに至ったこ
とによるものです。
　決して一筋縄ではいかない問題であれば
こそ，経営者は，進取果敢な行動を！　企
業担当者は，経営者に適切な経営判断を仰
ぐための徹底した情報収集を！　社会保険
労務士は，「中立公正を旨とし，良心と強
い責任感のもとに誠実に職務を遂行する義
務」（社会保険労務士倫理綱領）のもとに
関係者への適切な情報提供ときっかけづく
りを！
　経営者，企業担当者および社会保険労務
士は，三位一体でこの問題に取り組まなけ
ればなりません。何かお手伝いできること
があれば，筆者は，できる限りの協力を惜
しみません。

【執筆者略歴】養父 真介（ようふ しんすけ）

Noppo（のっぽ）社労士事務所代表。社会福祉法人で４年間ボランティアをしていたことがきっかけで，
平成10年社会保険労務士の資格を取得。大手上場鉄鋼メーカー勤務後に独立・開業。クライアントに介護
事業所を多く有し， 経営者が安心して採用に取り組める環境を構築するため，奥山式人材アセスメントの
普及に邁進している。著書に，「介護事業所経営の極意と労務管理・労基署対策・助成金活用」（共著，日
本法令）がある。
●HP（助成金）：http://www.sr-noppo.com/（介護）：http://www.kaigo-sr.com/index.html


